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第１２条 

 

１．生涯を通じた女性の健康の保持増進 

（１）「健やか親子２１」の策定等 

  １９９８年に、厚生省児童家庭局長の下に、専門家からなる「生涯を通じた女性の健康

施策に関する研究会」を設置した。同研究会は、女性の健康について、現状の把握、実施

されている施策の評価、今後の施策の方向についての検討を行い、１９９９年に検討結果

をとりまとめ、公表した。 

 ２０００年１１月に、２１世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンである「健

やか親子２１」を策定した。「健やか親子２１」は、国、地方公共団体、医療機関、国民

など関係者が一体となって推進する国民運動計画の性格をもつものであり、①思春期の保

健対策の強化と健康教育の推進、②妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への

支援、③小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備、④子どもの心の安らかな

発達の促進と育児不安の軽減の４分野について、２０１０年までに達成すべき目標を定め

ている。 

 また、２０００年度から、保健婦、助産婦等母子保健医療に携わる専門職を対象として、

母子保健事業、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ等に関する専門的な研修を新たに実施

している。 

 将来を担う世代の健全な育成を図る体制の整備が求められていることから、国立成育医

療センターを２００１年度に開設し、小児医療、母性・父性医療を包括する医療（成育医

療）の向上を図ることとしている。 

 

（２）健康支援事業 

 生涯を通じた女性の健康支援事業を２０００年度には２７か所（全国の３１％）の都道

府県・指定都市で実施した。具体的には、保健婦等が、生涯を通じた女性の健康上の問題

（婦人科的疾患及び更年期障害、妊娠、避妊、出産の悩み、不妊等）に関し相談指導、健

康教育を行う事業を拡充した。また、相談担当者の研修を継続的に行った。 

 また、生涯を通じた女性の健康支援に関する研究や、骨粗鬆症など女性に多い疾病の原

因解明・治療に関する研究を実施した。２００２年からは、新たに更年期に重点を置いた

女性の健康支援に関する研究を行うこととしている。 

 



 - 2 -  

（３）性教育・啓発 

 学校教育においては、児童生徒が発達段階に応じ、性に関する科学的な知識を身に付け、

生命の大切さを理解し、人間尊重、男女平等の精神に基づく異性観を持ち、望ましい行動

がとれるよう、「体育」「保健体育」「理科」「家庭科」「道徳」や「特別活動」などを

中心に、性に関する指導の一層の改善・充実に努めている。このため、教師用指導資料の

作成や、各種研修会を開催するなど、各種施策を推進している。 

 また、中学生に対して、性情報への適切な対処や行動の選択が必要となることについて

も指導するとともに、高校生に対して、受精、妊娠、出産とそれに伴う健康問題や人工妊

娠中絶の心身への影響などについて指導し、性に関する情報への対処など適切な意思決定

や行動選択が必要であることを理解できるよう努めている。 

 社会教育においては、都道府県・市町村が行う、性に関する学習や女性の健康問題を含

む目的別・対象別の学級・講座等を開設することを奨励している。 

 

（４）生涯を通じた女性の健康支援 

 ア） 思春期 

 「健やか親子２１」は、２０１０年までの目標として、１０代の人工妊娠中絶及び性

感染症罹患率を減少傾向とすることを掲げている。 

 １０代の望まない妊娠は７．０（女子人口千対）（１９９６年）から１２．１（女子

人口千対）（２０００年）と、増加している傾向にある。これを予防するため、２００

０年に思春期児童を対象として、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの考え方を踏まえ、

性教育、避妊、人口妊娠中絶の影響、性感染症等についての理解を深めるとともに、相

手の人格の尊重と対等な関係に基づかない性行為の自粛等を盛り込んだ「思春期の性と

健康に関するハンドブックの作成」を国から各地方公共団体に対して通知し、各地方公

共団体において思春期の性や健康に関するハンドブックの作成が推進されるように、そ

の作成にあたっての指針を提示した。 

 

 イ） 妊娠出産期 

 （ⅰ）妊娠から出産までの一貫した母子保健サービスの提供 

 「健やか親子２１」は、２０１０年までの目標として、妊産婦死亡率の低下や妊娠・

出産について満足している者の割合の上昇を掲げており、その達成に向けた取組を推進

している。 

 また、「健やか親子２１」では、利用者が希望する妊娠・出産に関する医療サービス
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を選択できるよう、医療施設が情報提供に取り組むことを推進することとしている。同

時に、ＱＯＬ（Quality Of Life：生活の質）の確保と有効な医療を追求する観点から、

産科技術について、リスクに応じた適応の検討やＥＢＭ(Evidence Based Medicine：根

拠に基づいた医療)による見直しを行うこととしている。 

 ２００１年に、母子健康手帳の様式について、父親の育児参加に関する記述を新たに

設ける、働く父母の子育て支援の観点から育児休業などの職場における仕事と子育ての

両立支援に関する制度の記述を拡充する等の見直しを行い、２００２年４月から施行し

ている。 

 

 （ⅱ）不妊専門相談サービス等の充実 

 「健やか親子２１」では、不妊への支援を課題の一つにあげており、これを踏まえ、

２０００年度には１８か所の都道府県、指定都市で、不妊専門相談センターの拡充を実

施した。 

 

 （ⅲ）周産期医療の充実 

 我が国の妊産婦死亡、周産期死亡の現状をみると、２０００年の妊産婦死亡数は７８

人、死亡率（出生１０万対）は６．３でこの数年横ばいである。乳児死亡率（出生千対）

は３．２、乳児死亡の５５．０％を占める新生児死亡の率（出生千対）は１．８、また

周産期死亡率（妊娠満２２週以後の死産数＋早期新生児死亡数／出生数＋妊娠満２２週

以後の死産数×１０００）は５．８で、年々低下している。 

 「健やか親子２１」では、妊産婦死亡率の半減及び世界最高水準の周産期死亡率の維

持を２０１０年までの目標として設定している。 

 少子化、３５歳以上の妊婦の増加、出生体重１５００ｇ未満児の増加のなかで、安心

して子供を産み育てる環境づくりの一環として、妊娠時期から出産、小児期にいたるま

での高度な医療を提供するための周産期医療施設(ＰＩＣＵ：Perinatal Intensive Care 

Unit)、小児医療施設(ＮＩＣＵ：Neonatal Intensive Care Unit)を全国的に整備しつつ、

１９９６年から都道府県単位で妊婦及び新生児に対する周産期医療についてのシステム

体制の構築を推進している。 

 

 （ⅳ）女性の主体的な避妊のための環境整備 

 １９９９年に低用量ピルの、また、２０００年に女性用コンドーム等の使用が承認さ

れた。 
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 また、２０００年に、母体保護法の一部改正が行われ、助産師を始めとする受胎調節

実地指導員が受胎調節のために必要な薬剤を販売できる期限を従前の２０００年までか

ら２００５年までの５年間の延長を行った。 

 

 ウ） 成人期、高齢期 

 骨粗鬆症は骨折等の基礎疾患であり、高齢化の進展によりその増加が予想されること

から、骨量が減少している者を早期に発見し、骨粗鬆症を予防することが必要である。 

 そのため、１９９５年より、閉経前後の４０歳、５０歳の女性に対する骨粗鬆症検診

を老人保健法の総合検診の中に位置づけたところである。さらに、２０００年からは、

老人保健事業第４次計画においてより検診を受けやすくするため、独立した検診とする

とともに、併せて、骨粗鬆症（転倒予防）に関する健康教育や健康相談を行い、骨粗鬆

症の早期発見や予防等に努めている。実施主体は市町村であり、費用は、国、都道府県、

市町村がそれぞれ３分の１ずつ負担している。 

 

２．女性の健康をおびやかす問題についての対策の推進 

（１） ＨＩＶ／エイズ、性感染症対策 

 ２００１年におけるＨＩＶ感染者の報告数を性別にみると、男性５３４名、女性８７名、

エイズ患者では、男性２８２名、女性５０名である。エイズ患者については過去最多とな

っており、依然として感染の拡大が続いている（２００１年１２月３０日現在）。 

 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」(１９９８年法律第１１４

号)第１１条１項の規定に基づき、１９９９年に策定された「後天性免疫不全症候群に関す

る特定感染症予防指針」に沿って、ＨＩＶ／エイズに関し、国、地方公共団体、医療関係

者や患者団体を含むＮＧＯ等が共に連携して、予防、医療等に係る総合的施策を進めてい

くこととしている。 

 また、感染の可能性が疫学的に懸念される特別の配慮を必要とする個別施策層（青少年、

在日外国人、同性愛者、性風俗産業の従事者及び利用者）に対して、人権や社会的背景に

最大限配慮したきめ細かく効果的な施策を追加的に実施することとしている。 

  さらに、感染の機会にさらされる可能性を低減させるために、女性や妊婦など、個別の

留意事項を必要とする者に対応した普及啓発事業を支援する体制の確立を進めていくこと

としている。 

  なお、「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」が規定する取組は以下の

とおりである。 
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  ①  原因の究明・発生の予防及びまん延の防止          

  ②  医療の提供                                              

  ③  研究開発の推進                                          

  ④  国際的な連携                                            

  ⑤   人権の尊重・普及啓発及び教育・関係機関との新たな連携    

  ⑥   都道府県等によるエイズ対策促進事業           

 

（２） ＨＩＶ／エイズに対する教育・啓発 

 学校教育において、ＨＩＶ／エイズに関して若年期から正しい理解を深めるとともに、

患者・感染者に対する偏見や差別を払拭する教育が極めて重要であることから、①エイズ

に関する小・中・高校生用教材の作成・配布を１９９２年度から、②教師用指導資料の作

成・配布を１９９２年度に、③教職員の研修を１９９３年度から、④エイズ教育推進地域

の指定による実践研究を１９９３年度から行うとともに、エイズ教育情報ネットワーク整

備事業を１９９５年度から実施し、エイズ教育情報の全国的な普及と活用を図るなど、エ

イズ教育の充実を図っている。 

 社会教育においては、地域で行われている学習活動の中で、ＨＩＶ／エイズなどをテー

マに取り上げている。 
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